
平成２４年度 事 業 報 告 書 

（平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで） 

 

概 況 

１ 公益法人制度改革への取組み 

国の公益法人制度改革の方針を受け、当センターでは、公益財団法人への移行に向け、次

のとおり諸準備を進めた。 

平成２４年１０月１０日 北海道公益認定等審議会への諮問のため移行認定申請書を提出。 

      １１月２８日 同審議会から認定基準に適合するとの答申がなされる。 

平成２５年 ３月１９日 北海道知事から公益財団法人の認定を受ける。 

       ４月 １日 新法人設立登記完了。公益財団法人として新たにスタート。 

あわせて、新法に適合した法人運営が求められることから、法人の根本規則である寄附行

為を改め定款を設けるとともに、諸規程の新設と整備を行った。また、最初の評議員及び役

員等の機関設計や事業体系の見直し、新たな会計基準への組替えなど、評議員会並びに理事

会の決議を経て諸整備を行った。 

移行後は、受益の効果が広い範囲に及ぶことを意図して、札幌市内及びその近隣の中小企

業勤労者等の福祉の増進と中小企業の振興発展に寄与することを目的とした、総合的な福祉

事業を推進する。 

 

２ 会員数等について 

平成２４年度の経済動向は、東日本大震災からの復興需要や政府の経済政策により、中盤に

停滞感があったものの、後半には株価の上昇や為替変動などにより、持ち直しの動きがみら

れた。 

平成２５年に入ってからは、道内経済も持ち直しの動きが続き、横ばい状態から改善がみら

れた。 

そのような中、新規加入者数は積極的な加入促進活動の推進とＰＲ活動を充実させたこと

により前年度を２０人上回り、また、従業員の補充等による追加加入者数も２４１人増加し、雇

用環境の厳しい状況の中で小幅ながらも増加に転じた。 

一方、退会者数は個別企業相談等により退会防止に努めたことや大口退会がなかったこと

から、前年度より１，３７１人減少した。 

この結果、平成２４年度の加入者総数は８，８６２人、退会者総数は８，５５８人となり、年度末の

会員数は前年度を３０４人上回る７３，５１７人と、平成１８年度以来６年ぶりの純増となった。 

また、年度末の会員企業数は８，８５２企業となった。 

 

３ 福利共済事業について 

⑴ 平成２４年度の会費収入は、前年度より約５０９万円少ない約５億２，７４２万円となった。こ

れは、年度末会員数は純増となったものの、年度内の会費収納延べ会員数は前年度より減 



少したことによる。 

⑵ 給付事業は、件数で１７，８７９件、金額で２億４，６１５万円と、前年度より、件数で８７５件（４．

７％）、金額で１，１８５万円（４．６％）減少した。その内訳は、還暦祝金と死亡弔慰金は合わせ

て４８件、８４万円増加したが、結婚祝金や永年勤続慰労金など８項目の慶弔金が合わせて９２

３件、１，２６９万円減少したことによる。 

⑶ 厚生事業の参加者総数は、前年度より約２００人（０．１％）増の約３５１，７００人となった。そ

の主な内訳は、スポーツ観戦・スキーリフトなどの利用者が約１２，１００人減少したが、道内

レク・娯楽施設の入園利用、映画・観劇などの利用者が約１３，０００人増加したことによる。 

 ⑷ 融資あっせん事業は、新規融資件数が前年度より５件（９．６％）、融資額で約１，０６０万円（２

１．６％）減少した。この結果、平成２４年度末の融資残高は、件数で１９６件（前年度比１８．３％

減）、金額で９，１９７万円（前年度比１５．２％減）となった。 

 

４ 退職金共済事業について 

 ⑴ 退職掛金収入額は約４０億４，０７５万円となり、会費収入の延べ会員数が前年度より約９，６

００人減少したことなどにより、前年度より約４，９０３万円（１．２％）減少した。 

一方、退職給付金支給額は約４０億９，３８５万円となり、支給者数（退会者）が前年度より１，

３９２人（１４．３％）減少したことにより、前年度より約５億１，２８２万円（１１．１％）減少した。 

 ⑵ 退職給付積立金の運用は生命保険会社７社に委託しているが、配当率が前年度を上回った

ことにより、実質利回りは前年度より０．０２％増の０．６８％（前年度０．６６％）となった。 

 ⑶ 平成２４年度末の退職給付積立金の総額は約４２４億７，５５４万円となり、退職給付金の支払

必要額に対する退職給付積立金の要留保率は、特退共で１００．８７％、事業主共で１００．００％

となっており、健全な財政状態を維持している。 

 ⑷ 国の経済対策、金融政策などにより景気回復へ向かうことが期待されるが、当センター

としては、会員の退職積立金の安全かつ堅実な運用・管理が最大の責務であることから、

今後とも金融・経済情勢及び委託生命保険会社の経営指標等を注視していきたい。 

 



（単位：社）

（２）　会員加入退会実績　　 （単位：人）

社 人 ％ 社 人 ％ ％ ％

注）１． 札幌市内企業数等は、総務省統計局の「平成21年度経済センサス-基礎調査」の結果を基に算定。なおこの調査結果は、総務省

統計局が平成18年度まで実施していた「事業所・企業統計調査」とは異なり、中小企業に限定されていない。

注）２． 「その他」は、農林漁業・鉱業・電気・ガス・水道・熱供給業、金融保険業、不動産業の合計数。

注）３． 割合については、四捨五入をしているため、合計が100パーセントにならない場合がある。

総 数 80,013 897,612 100.0 8.28,852 73,517 100.0 11.1

事業所数 従事者数 事業所数 従事者数 事業所 会員数
割合 割合

73,517 304 100.4

（参考）札幌市内企業に占める共済センター会員等の状況

8,558

共済センター期末会員数等 加　入　率

98.6

98.4△ 1,281

22年度 75,314 9,061 9,834

24年度 8,974 372 494 8,852 △ 122

1.9 1.0

3.6 2.3

5.4 2.7

13.9 10.0

30.1 19.1

25.8 23.4

8.3 6.1

1.2

403 1,518 2.1

187 2,384 3.2

3,312 32,503 44.2

7.3

2,355 14,057

741 9,420

1,64123.4

10.5

9.7

36.3

11,097

73,411

40,192

210,348

94,505

87,376

325,916

65,864

3,485

19.17,820

2,870

19,674

11,298

23,769

12,734 17.3

213 901

24年度 73,213 8,862

　　　　　　　　　　区　分

産業別

札幌市内企業数等

12.8

8.2

4.5

21年度 77,013 9,272

23年度 74,541 8,601

19年度 77,787 10,283

20年度 77,355 9,873

9,627

10,398

16年度 79,093 10,495

18年度 77,703 10,630

年度
期首会員数

（A）

15年度 80,374

17年度 78,881

98.7

517

9,346 632 97.622年度 9,122 △ 224

10,828

10,550

10,324

10,157

23年度 9,122

9,922

9,674

9,467

18年度

19年度

20年度

21年度

15年度

16年度

17年度

１．会員の状況

（１）　会員企業加入退会実績

年度
期首企業数

（A）
退会企業数

（Ｃ）
加入企業数

（B）

462

そ の 他

建 設 業

製 造 業

卸 小 売 業

飲 食 店 ・ 宿 泊 業

運 輸 通 信 業

サ ー ビ ス 業

369

740

647

555

589

625

629

566

421

422

期末企業数
（A）+（B）-（Ｃ）

10,550

10,324

10,157

445

408

388

354

377

△ 207

△ 121

△ 148

9,922

9,674

9,467

9,346

97.7

97.5

97.9

8,974

対前年増減

△ 278

△ 226

△ 167

△ 235

△ 248

11,679

加入会員数
（B）

会員退会数
（Ｃ）

対前年増減 対前年比(%)

対前年比(%)

97.4

97.9

98.4

98.4

△ 212

98.5△ 1,178

84

99.710,707

10,805

10,546 100.1

期末会員数
（A）+（B）-（Ｃ）

79,093

78,881

77,703

77,787

77,355

△ 1,699

△ 1,328

△ 773

10,715

10,971

9,929

77,01310,215

98.2

97.8

99.6

99.4

99.0

75,314

73,213

74,541

△ 432

△ 342



２．福利共済事業

金　　　額 件　数 金　　額

千円 件 千円 ％ ％

① 成 人 祝 金 460 123 615 74.8 74.8

② 結 婚 祝 金 34,110 1,445 37,330 91.3 91.4

③ 出 産 祝 金 33,000 1,723 34,460 95.8 95.8

④ 入 学 祝 金 34,020 3,614 36,140 94.1 94.1

⑤ 永年勤続慰労金 75,555 7,956 80,265 94.6 94.1

⑥ 還 暦 祝 金 11,600 1,151 11,510 100.8 100.8

⑦ 銀婚・金婚祝金 10,740 521 10,770 97.3 99.7

⑧ 傷 病 見 舞 金 12,260 647 12,940 94.7 94.7

⑨ 災 害 見 舞 金 210 20 520 65.0 40.4

⑩ 死 亡 弔 慰 金 34,190 1,554 33,440 102.5 102.2

246,145 18,754 257,990 95.3 95.4

① 成 人 祝 金 5,000円

３年未満 20,000円

３年以上 30,000円

③ 出 産 祝 金 20,000円

④ 入 学 祝 金 10,000円

５５年 5,000円

１０年 10,000円

１５年 15,000円

２０年 20,000円

⑥ 還 暦 祝 金 10,000円

20,000円

30,000円

⑧ 傷 病 見 舞 金 20,000円

50,000円

30,000円

10,000円

会員本人 50,000円

30,000円

20,000円

10,000円

（１）　慶弔金等贈呈事業（給付事業）

平成23年度

⑩

災 害 見 舞 金

死 亡 弔 慰 金

②

⑤

⑦

永年勤続慰労金

銀婚・金婚祝金

　　　　　　　　　　　年度
 項目

合　　　　　計

結 婚 祝 金

⑨

【給付事業の贈呈額】

項　　　目

金　　　額

1,320

1,650

3,402

銀　婚

金　婚

勤続満

加入年数

7,529

贈　呈　金　額

1,160

507

17,879

613

13

1,593

会員の配偶者の父母（同居）及び死産

件　　数

対　前　年　比

損害程度に応じ３段階の見舞金

会員の配偶者及び子

会員の父母

平成24年度

件　数

件

92



区分 事　　　　　　業　　　　　　名 時　期

人 人 ％

野 球 大 会 4月～8月 1,146

ゴ ル フ 大 会 5月 64

パ ー ク ゴ ル フ 大 会 6月 101

子 供 ス ポ ー ツ 教 室 ( サ ッ カ ー ) 8月 138

ボ ウ リ ン グ 大 会 10月 80

子 供 ス ポ ー ツ 教 室 ( 野 球 ) 11月 127

円山動物園他道内レク･娯楽施設入園 通年 124,905 (119,681)

コ ン サ ド ー レ 等 ス ポ ー ツ 観 戦 〃 17,906 (20,143)

プ ー ル 〃 12,040

ボ ウ リ ン グ 場 〃 6,977

市 民 マ ラ ソ ン 等 ス ポ ー ツ 大 会 参 加 〃 599

ス ポ ー ツ ク ラ ブ 〃 44,423

企 業 内 ス ポ ー ツ 奨 励 〃 20

ス ケ ー ト リ ン ク 〃 232

市 営 体 育 館 〃 10,893

ゴ ル フ 場 4月～11月 223

パ ー ク ゴ ル フ 場 4月～11月 5,218

ス キ ー ス ク ー ル 11月～3月 37

ス キ ー リ フ ト 12月～3月 27,626 (30,945)

ス キ ー ラ ン チ パ ッ ク 12月～2月 2,924

ゴ ル フ ス ク ー ル 5月 13

区分 事　　　　　　業　　　　　　名 時　期

人 人 ％

親 子 レ ク リ エ ー シ ョ ン 7月・8月 78

フ ァ ミ リ ー レ ク バ ス 7月～10月・2月 1,399

年 忘 れ 演 芸 会 12月 1,821

ニ ュ ー イ ヤ ー コ ン サ ー ト 1月 1,514

国 内 旅 行 通年 2,248

海 外 旅 行 〃 5

指 定 保 養 施 設 〃 2,237

映 画 〃 47,334 (42,588)

観 劇 ･ 音 楽 会 ･ 美 術 展 〃 18,201 (14,892)

テ ー ブ ル マ ナ ー 教 室 〃 29

（２）　福利厚生事業 （厚生事業及び融資あっせん事業）

   ①　健康づくりとスポーツ・レクリエーションの参加を支援する事業

平成24年度
参加人員

   ②　旅行や文化・芸術・趣味等を通じて心身のリフレッシュを支援する事業

参　加　人　員

人

　( ) は平成23年度実績

平成23年度
参加人員

対前年比
平　　成　　24　　年　　度　　事　　業　　内　　訳

主
　
催
　
事
　
業

平成23年度
参加人員

対前年比
平　　成　　24　　年　　度　　事　　業　　内　　訳

255,692

料
　
金
　
等
　
助
　
成
　
事
　
業

255,661 100.0

( )は平成23年度実績

参　加　人　員

人

主
催
事
業

74,866 73,121 102.4 料
金
等
助
成
事
業

平成24年度
参加人員



人 人 ％ 人

人 人 ％ 人

( ) は平成21年度実績

人 人 ％

平成25年3月7日(木)　ニューオータニイン札幌

満40年以上 名

名

満30年 名

名

※融資実行分

【融資あっせん事業の融資条件等】

8,314

20,722

60,817

2,122

39

1.98％（保証料別）

奨 学 資 金

マ イ カ ー 購 入 資 金

150万円

200万円

10,080

1,628

218

5年

平成24年度末
融資残高

91,975

融資利率（年利）

1.60％（保証料別）

19678.4

1.40％（保証料別）

件

件　数

5年

資　金　名

文 化 厚 生 資 金 3年

融資限度額 返済期間

150万円

49,134

171.4 59

3

金　額

％

83.7

60.9

-

190.0

30

-

100.0

66.7

-

52 90.4

5,420

36,814

-

件　数

件

15 5,777 15

7

-

38,500

   ⑥　生活の安定・充実を支援する事業　（融資あっせん事業）

金　額

千円

金　額

千円

平成23年度

件　数

件

対前年比

-

金　額

千円

10,300

22,423

6,900

件　数

％

95

住 宅 資 金

合 計

12

20

47

　　　　　　　　　　　年度
 項目

文 化 厚 生 資 金

奨 学 資 金

マ イ カ ー 購 入 資 金

平成24年度

   ③　自己啓発や生涯学習の充実を支援する事業

平成24年度
参加人員

平成23年度
参加人員

対前年比

区分

事　　　業　　　名

受
講
料
等
助
成
事
業

生 涯 学 習

ク ッ キ ン グ ス ク ー ル ( ９ コ ー ス )

参 加 人 員

181

64

194

106

時　期

ガ ー デ ニ ン グ 講 習 会 ( ８ コ ー ス )

手 工 芸 講 習 会 ( ３ コ ー ス )

通年

〃

〃

〃

事　　　業　　　名

194

従業員

〃

時　期

平成24年度
参加人員

平成23年度
参加人員

対前年比
平　成　24　年　度　事　業　内　訳

区分 参 加 人 員

   ④　健康維持・増進を支援する事業

事業主

52 58 89.7

受
診
料
等
助
成
事
業

11,926 12,682 94.0

   ⑤　従業員及び経営者の永年勤続表彰事業

人 間 ド ッ ク ( ３ コ ー ス ) 〃

34

平成23年度
参加人員

平成24年度
参加人員

対前年比

経 営 等 セ ミ ナ ー

平　成　24　年　度　事　業　内　訳

739 727 101.7

5

定 期 健 康 診 断 ( ３ コ ー ス )

従業員

4

9

部位ドック(大腸･骨･心臓･脳･肺・子宮・乳房・大動脈血管・PET)

平　成　24　年　度　事　業　内　訳

事業主

〃

通年



人 人 ％

① 軟式野球場２面 (厚別区山本　面積53,680㎡　駐車場含む)

②

③

人 人 ％

 ・ 会員証提示で利用できる施設等の利用者数は、含まない。

351,698 351,493 100.1

平成23年度
参加人員

平成24年度
参加人員

対前年比

8,376 9,192 91.1

   ⑦　野球場の管理運営事業

対前年比平成23年度参加人数

利用料金 ： ２時間 1,000円 (一般　２時間 2,000円)

貸出件数 ： 241件

平成24年度参加人数

平　成　24　年　度　事　業　内　訳

福利厚生事業参加総数



３．退職金共済事業

円 円 ％

円 円 ％

人 ％

人 人 ％

円 円 ％

円 円 ％

注）　上表の「退職給付金支給人数」と、３頁の会員加入退会実績表中の「会員退会数」が異なるのは、退職給付金支給月と退会月が異なる

注）　ためである。

※　「未収金額」とは、退職給付金の支払財源であって、年度末に未だ当法人が委託生命保険会社から受け入れていないものを指す。

注）　これは、未収金の取扱いが、当法人は発生主義であるのに対し、委託生命保険会社は実現主義であることにより起こるものである。

157,527,491

△ 59,800,000

8,079

1,000円

積 立 金 の 決 算 額

平成23年度末

％72.0

％100.4円

円

5.1

11.0

平成24年度

平成24年度

会員数 構成比

30,054

1,685

73,517

　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
 項目

11,138

3,041

（退職給付金支払財源分）

40.9

6,151

331

6,350

3,746

8.4

8.6

15.1

4.1

3.1

1.0

2.3

0.4

489,637 472,334 103.7

88.9

平成23年度 対前年比

100.0

85.7

（４）　期末退職給付積立金状況

区　　　分 平成24年度末 対前年増減額 対前年比

4,089,785,800

平 均 退 職 給 付 金 額

4,606,673,1134,093,852,905退 職 給 付 金 額

退 職 給 付 金 支 給 者 数 8,361 9,753

　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
 項目

平 均 退 職 掛 金 月 額

退 職 掛 金 額

2,247

695

99.9

98.8

4,567

4,040,751,600

4,573

円

円

42,318,014,293

213,520,027

円

（１）　退職掛金受入状況

平成23年度 対前年比

（３）　退職給付金支給状況

（２）　会費（掛金）月額別の会員数状況（平成24年度末現在）

計

31,000円以上

26,000円～30,000円

21,000円～25,000円

円

42,475,541,784

153,720,027
未 収 金 額

4,000円

3,000円

2,000円

会費（掛金）月額

16,000円～20,000円

16,000円～10,000円

5,000円

11,000円～15,000円

　



大 同 生 命

住 友 生 命

第 一 生 命

明 治 安 田 生 命

富 国 生 命

太 陽 生 命

日 本 生 命

合 計

保 証 利 率

配 当 率

運 用 利 回 り

実 質 利 回 り

注）１．　実質利回りとは、運用利回りの利息額から委託生命保険会社の保険事務手数料を控除した利回り。

合　　計

0.84%

0.06%

0.90%

0.66%

100.00%

※　留保率とは、平成25年３月31日現在における要支給額（退職給付金の支払いに必要な額）に対する積立金の割合をいう。

事　業　主　共

（７）　留保率の状況

特　　退　　共 100.87%

0.77% 1.05%

0.07% 0.07% 0.07% 0.06% 0.05%

0.77% 0.84%

区　　分
平成24年度

(運用期間：平成23年7月1日から平成24年6月30日まで）

特退共 事業主共 合　　計 特退共

2.75

1,320,322,186 12.29

100.00 42,475,541,784 100.00

2,123,153,952

8.54 2,767,461,037

5.00

969,024,094 9.02 1,168,938,723

6.52

1,134,467,233 10.56 10.58

917,457,402

23,244,502,807 54.72

1,219,337,414 11.35

0.62% 0.84% 0.68% 0.61%

退職給付積立金額 構成比

19,096,606,988 60.18 4,147,895,819

199,914,629

31,732,480,870

3,246,232,793

3,176,421,335

1.10%

0.81%

0.84% 1.13% 0.92% 0.83%

（５）　委託生命保険会社別退職給付積立金運用委託状況 （平成24年度末）

特　退　共 事　業　主　共 合　　　　　計
生命保険会社名

退職給付積立金額

1,850,003,635

802,831,766

構成比 退職給付積立金額 構成比

10.23 9.63

38.61

100.00 10,743,060,914

10.59

5.83

2.53

0.63

（６）　運用利回りの状況

1.06%

％円

3,360,469,724

事業主共

4,395,758,749

4,494,936,957

4,280,789,559 10.08

10.01

平成23年度
(運用期間：平成22年7月1日から平成23年6月30日まで）

10.35

％ 円 ％ 円

1,034,556,766

　



４．会員加入促進事業 

⑴ 加入促進活動 

   ① 未加入企業への加入奨励として、年間２５，０５４通のダイレクトメールを送付した。このう

ち、資料請求が４９６件あり、年度末までに２１６企業が加入した。 

   ② 既加入企業から未加入企業をご紹介いただく「一企業紹介運動」を実施し、９０件の企業を

紹介いただき、このうち、年度内に５９企業が加入した。 

    ③ 平成２４年８月２０日から１０月１９日まで、平成２５年１月２１日から３月１９日までの各２ヵ月間

を「加入促進強化月間」に設定し、加入促進の強化を図った。 

   ④ 北海道税理士協同組合への業務委託による加入数は、３企業９人であった。 

⑵ 委託生命保険会社との連携 

    委託生命保険会社に対し、加入促進の協力要請を行った。また、各社の推進員を対象に奨

励策を実施し、加入数は５９企業３４３人であった。 

⑶ ＰＲ活動等 

   ① 平成２４年３月から、札幌市地下街「大通駅」コンコース５ヶ所に電飾ポスターの掲示を継続

実施し、また平成２５年２月には地下鉄コンコースの「札幌市からのお知らせ」掲示板にポス

ターの掲示を行った。 

   ② コミュニティＦＭ「三角山放送局」、街頭放送（大通周辺、地下鉄琴似駅周辺）によるＰＲ

を継続実施した。 

   ③ 今年度、新たに四丁目プラザ壁面（平成２４年８月１日～１０月３１日）及び札幌市地下街三越

地下の「ＨＩＬＯＳＨＩ」コーナー（平成２５年１月１日～３月３１日）に１５秒間のメガビジョン

放映（１日４０本）を行った。 

   ④ 札幌市広報誌のほか経済関係団体機関誌等を活用した。 

 



回次 開　催　日 場　　　所 付　　議　　事　　項

第1回 平成24年６月22日（金） 札幌すみれホテル

１．役職理事の選任について
２．平成23年度事業報告書及び決算書について
３．評議員の辞任に伴う後任評議員の選任について
４．最初の評議員の選任方法について
５．最初の評議員選定委員会の設置・運営規則について

第2回 平成24年9月７日（金） 札幌すみれホテル
１．最初の評議員選定委員会委員の選任について
２．最初の評議員候補者の推薦について

第3回 平成24年10月２日（火） 札幌すみれホテル

１．寄附行為から定款への変更について
２．最初の理事長、副理事長、会計監査人及び顧問の選
    任について
３．業務方法書の一部改正について
４．役員等の報酬等及び費用に関する規程の新設につい
    て
５．移行認定申請書の提出について

第4回 平成25年３月25日（月） 札幌すみれホテル

１．平成２５年度事業計画書及び収支予算書について
２．倫理規程の新設について
３．評議員会運営規則の新設について
４．理事会運営規則の新設について
５．業務方法書の一部改正について
６．加入等に関する規程の一部改正について
７．特定退職金共済制度規程の一部改正について
８．事業主年金等共済制度規程の一部改正について
９．融資あっせん事務規程の一部改正について
１０．慶弔金規程の一部改正について
１１．会計規程の一部改正について
１２．資産運用規程の一部改正について
１３．融資あっせん事業預託原資積立資産規程の一部
　　　改正について
１４．災害見舞金等積立資産規程の一部改正について
１５．経営安定資金積立資産規程の一部改正について
１６．過年度退職給付未払金支払準備金積立資産規程
　　　の一部改正について
１７．債権管理規程の一部改正について

５．会　議

⑴　理事会



回次 開　催　日 場　　　　　所 付　　議　　事　　項

第1回 平成24年６月20日（水） 札幌すみれホテル
１．平成23年度事業報告書及び決算書について
２．役員の辞任に伴う後任役員の選任について

第2回 平成24年９月28日（金） 札幌すみれホテル

１．最初の理事及び監事の選任について
２．寄附行為から定款への変更について
３．業務方法書の一部改正について
４．役員等の報酬等及び費用に関する規程の新設につ
    いて
５．移行認定申請書の提出について

第3回 平成25年３月21日（木） 札幌すみれホテル

１．平成２５年度事業計画書及び収支予算書について
２．倫理規程の新設について
３．評議員会運営規則の新設について
４．理事会運営規則の新設について
５．業務方法書の一部改正について
６．加入等に関する規程の一部改正について
７．特定退職金共済制度規程の一部改正について
８．事業主年金等共済制度規程の一部改正について
９．融資あっせん事務規程の一部改正について
１０．慶弔金規程の一部改正について
１１．会計規程の一部改正について
１２．資産運用規程の一部改正について
１３．融資あっせん事業預託原資積立資産規程の一部
　　　改正について
１４．災害見舞金等積立資産規程の一部改正について
１５．経営安定資金積立資産規程の一部改正について
１６．過年度退職給付未払金支払準備金積立資産規程
　　　の一部改正について
１７．債権管理規程の一部改正について

⑵　評議員会




